
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　原判決及び第一審判決中、被告人Ｂの第一審判決の判示第一の一の事実

に関する部分及び被告人Ｃの同判示第一の三の事実に関する部分を破棄する。

　　　　　被告人Ｂを懲役三月に、被告人Ｃを懲役一月に処する。

　　　　　被告人両名に対し、この裁判確定の日から一年間、その刑の執行を猶予

する。

　　　　　第一審における訴訟費用中、証人Ｄに支給した分（第一一回公判の分）

は被告人Ｂの負担とし、証人Ｅに支給した分（第一五回及び第一六回公判の分）の

二分の一は被告人Ｃの負担とし、原審における訴訟費用中証人Ｅ、同Ｆに支給した

分の二分の一は被告人Ｃの負担とする。

　　　　　検察官のその余の部分に対する本件各上告を棄却する。

　　　　　　　　　理　　　　由

（上告趣意に対する判断）

一　検察官の上告趣意のうち、判例違反をいう点は、所論引用の各判例は本件とは

事案を異にし適切でなく、その余の点は、単なる法令違反の主張であつて、いずれ

も刑訴法四〇五条の上告理由にあたらない。

二　弁護人深田和之ほか一四名連名の上告趣意は、事実誤認、単なる法令違反、量

刑不当の主張であつて、刑訴法四〇五条の上告理由にあたらない。

　（職権による判断）

　しかしながら、検察官の所論にかんがみ職権をもつて調査すると、原判決及び第

一審判決中、被告人Ｂの第一審判決の判示第一の一の事実に関する部分及び被告人

Ｃの同判示第一の三の事実に関する部分は、以下に述べる理由により、結局、破棄

を免れない。

一　被告人両名に対する本件公訴事実のうち、所論の指摘する公務執行妨害の事実
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（第一審判決判示第一の一、第一の三の事実に対応する公訴事実）の要旨は、被告

人両名は、いずれも、昭和三六年九月二六日、大阪府立Ｇ高等学校定時制課程にお

いて実施予定の全国高等学校学力調査を阻止する目的をもつて同校に赴いたところ、

　第一　被告人Ｂは、同校校長室において、ほか数名とともに、右学力調査を実施

していたテスト責任者である同校校長Ｄを取り囲み、同人の顔面を数回殴打し、多

衆の威力を示して暴行を加え、もつて同人の右公務の執行を妨害し、

　第二　被告人Ｃは、ほか数名と共謀のうえ、同校校長室の窓際にいて右学力調査

の実施状況の視察、報告等の職務に従事していたテスト立会人補助者である大阪府

教育委員会指導主事Ｅに対し、同人の右腕をつかんで室内に引きずり込もうとし、

多衆の威力を示し、かつ、数人共同して暴行を加え、もつて同人の右公務の執行を

妨害した、というものである。

二　第一審判決は、被告人Ｂについては、ほぼ公訴事実に沿う事実の存在を認めた

が、前記学力調査（以下「本件学力調査」という。）は違法であり、その実施に従

事していたＤ校長の職務行為は適法性を有しないとの理由で公務執行妨害罪の成立

を否定し、被告人Ｃについては、同被告人においてＥ指導主事に対しほぼ公訴事実

に沿う暴行を加えたことは認められるものの、右暴行の際右Ｅが職務の執行中であ

るという認識を有していたとは認定できないから、公務の適法性をみるまでもなく、

公務執行妨害罪は成立しないとし、また、被告人両名とも「多衆の威力を示し」あ

るいは「数人共同」して暴行を加えたと認めるに足る証拠がないとして、いずれに

ついても、単に暴行罪が成立するにとどまるとした。

三　第一審判決に対し、検察官及び被告人らの双方から控訴の申立がされたところ、

原判決は、検察官の事実誤認、法令適用の誤りの論旨に対しては、被告人Ｃの前記

第二の事実につき、被告人ＣがＥ指導主事に暴行を加えた際、同被告人において右

Ｅが前記職務の執行中であることを認識していたものと認められるので、第一審判
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決は、この点に関する限り事実を誤認したものというべきであるが、その余の点に

ついては事実誤認はなく、また、本件学力調査は手続的にも実質的にも違法であつ

て、Ｄ校長及びＥ指導主事の前記各職務行為は適法性を有しないから、前記事実誤

認は判決に影響を及ぼさないとして、第一審判決同様、被告人両名につきいずれも

暴行罪の成立のみを認め、検察官の控訴を棄却した。そして、被告人らの事実誤認、

量刑不当の控訴趣意に対しては、被告人Ｂに関する量刑不当の論旨のみを認容し、

第一審判決中の同被告人の有罪部分（懲役四月）を破棄して同被告人を罰金二万円

に処し、被告人Ｃの控訴はこれを棄却した。

四　ところで、原判決が本件学力調査を違法とした理由の要旨は、次のとおりであ

る。

　すなわち、原判決は、（１）本件学力調査は、文部大臣において企画立案し、地

方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」という。）五四条二項

に基づき、都道府県教育委員会（以下「都道府県教委」という。）に対し調査及び

その結果の報告を求めたものであること、（２）前記企画立案にかかる調査実施要

領によれば、（ア）本件学力調査の目的は、高等学校生徒の学力の実態をとらえ学

習指導、教育課程及び教育条件の整備改善に役立つ基礎資料を得ることとし、（イ）

調査の対象は、全国的規模の一環として約一〇パーセントの抽出率によつて選定さ

れた高等学校全日制第三学年、同定時制第四学年の全生徒とし、（ウ）調査する教

科は英語とし、（エ）調査の実施期日は昭和三六年九月二六日とし、（オ）調査問

題は文部大臣において問題作成委員会を設けて作成することとされたほか、時間割、

調査実施機関の系統及び役割、調査結果の処理方法等細目にわたる内容が定められ

ていたものであること、（３）右要求を受けた都道府県教委（本件においては大阪

府教育委員会）は、地教行法二三条一七号の「教育に係る調査」を行うという形式

で本件学力調査を実施したものの、右調査実施要領になんら変更を加えることなく、
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文部大臣の右企画立案どおりに、選定された調査対象校（本件においてはＧ高等学

校定時制課程）の学校長をテスト責任者とする措置等を講じて右調査を行なつたも

のであること、を認定した。

　右認定事実に基づき、原判決は、右のような本件学力調査の実質は文部大臣が主

体となつて都道府県教委に指揮命令してこれを実施させたものとみるべきであり、

しかも右調査の性格は教育上の価値判断に関する具体的教育活動としての実質を有

するものであるから、行政調査のわくを超えるもので、地教行法五四条二項を根拠

として実施することはできず、手続上違法であり、実質的にみても、教員の具体的

教育活動としての教育の方法、内容自体に干渉するものであつて、教育の自主性、

中立性を阻害し、教育基本法一〇条一項に違反するというのである。

五　そこで、原判決の右の法令の解釈適用の当否につき検討する。

　（一）　当裁判所は、さきに昭和四三年（あ）第一六一四号同五一年五月二一日

大法廷判決（刑集三〇巻五号六一五頁）において、昭和三六年度全国中学校一せい

学力調査の実施に関し、その手続上及び実質上の適法性を肯定する判断を示したが、

本件学力調査は、義務教育に属さない高等学校生徒を対象とし、その実施校の選定

をいわゆる抽出調査の方法によつている点を除けば、右大法廷判決における中学校

学力調査とその概要を同じくし、かつ、原判決が本件学力調査の適法性につき判断

した法律上の論点は右大法廷判決のそれとおおむね共通するから、右大法廷判決の

判断の趣旨とするところは本件にも妥当し、これによるときは、本件学力調査の手

続上及び実質上の適法性を是認することができるものと、解する。

　（二）　すなわち、まず、本件学力調査の手続上の適法性についてみるのに、本

件学力調査が、個々の生徒に対する教育の一環としての成績評価のためにされた教

育活動ではなく、約一〇パーセントの割合による抽出調査として、高等学校生徒の

英語教科の学力が一般的にどの程度かを調査する行政調査として行われたものであ
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ることは、原判決認定の前記調査実施要領の内容に徴し明らかであり、また、本件

学力調査は都道府県教委が地教行法二三条一七号に基づいて実施したものであるか

ら、たとえ、地教行法五四条二項の規定上文部大臣の要求に従う義務がないのに文

部大臣から示された見解のため都道府県教委においてその義務があると理解してこ

れを行つたとしても、右実施行為は、手続上においては、権限なくしてされた行為

として違法であるということはできない。

　（三）　次に、本件学力調査の実質上の適法性についてみることとする。

　高等学校は、小・中学校がそれぞれ「初等普通教育」・「中等普通教育」を施す

のを目的とする（学校教育法一七条、三五条）のに対して、その目的を「中学校に

おける教育の基礎の上に心身の発達に応じて、高等普通教育及び専門教育を施すこ

と」（同法四一条）としており、高等学校教育も、普通教育の一環として、高等普

通教育の分野では、小・中学校教育と共通の基盤の上に立ち、その延長線上にある

ものであるから、それが義務教育に属さないとはいえ、教育の機会均等の確保のた

め、地域・学校別等の如何にかかわらず、全国的にある一定の水準を維持すること

が強く要請されることはいうまでもないところである。高等学校生徒を対象とする

公教育においても、公権力の不当、不要な介入が排除されるべきことは当然である

が、国が、高等学校教育の特質等を配慮しつつ、許容される目的のため必要かつ合

理的と認められる関与ないし介入をすることは、それがたとえ教育の内容及び方法

に関するものであつても、是認されるといわなければならない。

　右のことを前提として、本件学力調査が教育基本法一〇条に違反するかどうかを

考えてみると、本件学力調査の目的は、高等学校生徒の学力の実態をとらえ学習指

導、教育課程及び教育条件の整備改善に役立つ基礎資料を得ることにあつたもので

あり、文部大臣が学校教育等の振興及び普及を図ることを任務とし、これらの事項

に関する国の行政事務を一体的に遂行する責任を負う行政機関（文部省設置法四条
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参照）として、中学校におけると同様、全国高等学校においても教育の機会均等の

確保、教育水準の維持、向上に努め、教育施設の整備、充実をはかる責務と権限を

有することに照らすと、本件においては、右調査目的と文部大臣所掌事項との間の

合理的関連性を認めることができる。そして、高等学校生徒の学力（本件において

は英語の学力）が一般的にどの程度のものであり、そこにどのような不足ないし欠

陥があるかなどにつきその実態を知ることは前記調査目的に掲げられた教育諸施策

のための資料として必要かつ有用であり、これを調査する方法としては、結局は、

生徒に対する試験という方法によほかはないから、これが実施のため、全国的規模

において約一〇パーセントの割合で抽出・選定した対象校に対し、同一試験問題に

よつて同一調査日に同時に試験することは合理的というべく、本件学力調査の必要

性も優にこれを肯定することができる。更に、本件学力調査が行政調査であつて個

々の生徒の成績評価を目的とする教育活動そのものとは趣旨及び性格を異にするこ

とは既に述べたところであり、また、本件学力調査に伴う授業計画の変更も、抽出

された対象校における英語の一教科の調査に要する時限内に限定されるもので、右

変更が年間の授業計画全体に与える影響はごくわずかであるにすぎず、その他、本

件学力調査においては、調査結果を生徒指導要録に記録する措置も要請されてはお

らず、調査方式も抽出調査の方法によつているので、各県、各校ごとの過当な競争

を呼び生徒、教師らを成績競争に巻き込むという事態の生ずることなどもほとんど

考えられないのである。以上、要するに、本件学力調査の実施には教育そのものに

対する不当な支配として教育基本法一〇条に違反する違法はない、と解するのが相

当である。（なお、原判決は、その説示において、教育の地方自治にも言及し、文

部大臣の権限はこの面からの制約を受ける旨述べているので、付言するのに、文部

大臣が地教行法五四条二項によつて都道府県教委に対し本件学力調査の実施をその

義務として要求することは教育の地方自治の原則に違反することを否定できないが、
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右要求に応じてした同教委の本件調査実施行為自体は、そのために右原則に違反し

て違法となるものでない。）

　（四）　そうすると、本件学力調査には手続上も実質上も違法はなく、これが実

施に従事していたＤ校長及びＥ指導主事に暴行を加えた被告人両名の前記各所為は、

いずれも公務執行妨害罪にあたるというべきであるから、これと異なる見解に立ち

同罪の成立を否定した原判決及び第一審判決は、地教行法五四条二項、二三条一七

号、教育基本法一〇条の解釈を誤り、ひいては刑法九五条一項の適用を誤つたもの

で、この誤りは判決に影響を及ぼし、かつ、これを是正しなければ著しく正義に反

するものと認める。

　（結　　　論）

　そこで、原判決及び第一審判決中、被告人Ｂの第一審判決の判示第一の一の事実

に関する部分及び被告人Ｃの同判示第一の三の事実に関する部分については、刑訴

法四一一条一号によりこれを破棄し、なお、直ちに判決することができるものと認

めて、同法四一三条但書により、この部分につき更に判決する。

　関係各証拠（第一審第九回ないし第一三回公判調書中の証人Ｄの供述部分、第一

審第一四回ないし第一六回公判調書中の証人Ｅの供述部分、Ｈの検察官に対する昭

和三六年一一月一五日付供述調書二通、Ｉの検察官に対する供述調書、司法警察員

Ｊ作成の実況見分調書、文部省調査局長作成の「昭和三六年度小学校、高等学校学

力調査の実施について」と題する書面の写）によると、被告人両名は、いずれも、

昭和三六年九月二六日、大阪市ａ区ｂ町ｃ番地所在の大阪府立Ｇ高等学校定時制課

程におい、て実施予定の全国高等学校学力調査を阻止する目的をもつて同校に赴い

たものであるところ、（一）　被告人Ｂは、同日午後八時ころ、同校校長室におい

て、大阪府教育委員会からテスト責任者を命ぜられ右学力調査を実施していた同校

校長Ｄに対し、平手で同人の顔面を四回位殴打する暴行を加克え、もつて同人の右
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公務の執行を妨害し、（二）　被告人Ｃは、同日午後七時三〇分ころ、同校校長室

内の中庭に面した窓際において、大阪府教育委員会からテスト立会人補助者として

派遣され右学力調査を円滑に実施するためその実施状況の視察、報告等の職務に従

事していた同委員会指導主事Ｅに対し、「お前もこつちに入れ。」といつて、外か

ら室内を見ていた同人の右腕を両手でつかんで引つぱる暴行を加え、もつて同人の

右公務の執行を妨害したことが認められる。

　右事実に法令を適用すると、被告人両名の右各所為は刑法九五条一項に該当する

ので、所定刑中いずれも懲役刑を選択し、その所定刑期の範囲内で、被告人Ｂを懲

役三月に、被告人Ｃを懲役一月にそれぞれ処し、同法二五条一項を適用して、被告

人両名に対し、この裁判確定の日から一年間、その刑の執行を猶予し、第一審及び

原審における訴訟費用の負担については、刑訴法一八一条一項本文により、主文第

四項掲記のとおり被告人両名に負担させる。

　なお、第一審判決が無罪を言渡し、原判決もこれを支持する被告人Ｂに対する昭

和三六年一二月二七日付起訴状記載第一の一の訴因及び被告人Ｃに対する右起訴状

記載第三のうちテスト立会人Ｋの公務の執行を妨害したとの訴因についての検察官

の上告は、上告趣意としてなんらの主張がなく、したがつてその理由がないことに

帰するので、刑訴法四一四条、三九六条により、これを棄却する。

　よつて、主文のとおり判決する。

　この判決は、裁判官全員一致の意見によるものである。

　検察官竹村照雄　公判出席

　　昭和五四年一〇月九日

　　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　横　　　井　　　大　　　三

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　江　里　口　　　清　　　雄
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　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　高　　　辻　　　正　　　己

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　環　　　　　　　昌　　　一
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